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1 B3 企業の R&D の類型化と R&D に関する 
意思決定について 

中野 正也，悟朗 裕行， 0 岡田 光 浩 ( 三菱総合研究所 ) 

    はじめに 

日本企業をめぐる 環境要因は変容 し、 ・これまでのような 右肩上がりの 成長は期 
待 できなくなっている。 これに対し多くの 企業で間接部門の 縮小等のリストラク 

チャリングに 加え、 これまで聖域とされてきた R & D 部門に対しても、 より一層 

の 効率化を求めるようになってきている。 

R & D の効率化のためには、 例えば「資源を 投入する分野の 絞り込み」 「研究、 

開発、 生産各部門への 技術移行の円滑化」 等が必要であ り   そのために、 

・戦略に基づいた 自社の R & D 領域の設定 

R & D 領域に沿った 形での R & D の方向件の明確化、 

・個々の研究員に 至るまでの R & D の方向性の理解と 価値基準の共有化 
を 重視したマネ 、 ジメ ントが肝要となってきている。 

すなね ち、 「 R & D における意思、 決定の円滑化と 可視化」 が求められていると 
言えるのであ る。 

近年、 上記の要件を 満たすマネ 、 ジメント手法として、 意思、 決定におけるコンセ 
ンサスを重視した 集団合意形成型の 意思決定手法 (So ft- S yst ems 

Ap pro ach : S S A ) 等も提案されている。 しかし、 R & D においてはそこで 行 

なわれているマネジメント ( 意思、 決定 ) の全容がっかみにく     しかも企業ごと 

0 差異が非常に 大きいため、 実際にこれらの 手法を適用する 際には意思、 決定の際 
の メ ンバー の 選定、 意思決定のテーマ 等に応じたモディフィケーションが 必要と 

なってくる。 

このような状況を 踏まえ、 本研究では 「 R & D における意思決定の 円滑化と 可 

ネ見化 化」 を可能とするマネ 、 ジメ " ノト 手法開発に資するために、 ア " ノケ -- ト 及び・ 多変 

重解析手法を 用いて、 企業内の R & D に関する意思決定についてその 件 組みを よ 

り 明確に把握することを 目的とした。 
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2. 調査研究の視点と 流れ 

2. 1  本研究の視点 
これまで、 特定の業種に 絞った R & D のフェーズ毎の 意思決定のモデル 化、 シ 

ミュレーション や 、 業種Ⅰ規模 / 売上高研究開発費比率等によってグルーピンバ 
との意思、 決定の相違点把握等の 研究がなされている。 しかし、 コンセンサス 重視 

のソフ ト型のアプローチによって 「 R & D における意思、 決定の円滑化と 可視化」 

を 達成するためには、 意思、 決定参画メンバーと 意思決定内容との 関連等、 未だ不 

明確な点が多く 残されている。 また、 個別の事例調査ではソフト 型のアプローチ 

のための有益な 示唆が得られているが、 R & D に関する意思決定の 一般的な特徴 

と 個別性の区別が 付きにくいままであ る。 

本研究では、 企業の R & D マネ 、 ジメント担当者へのアンケート 調査によって 得 

られた 「研究開発活動に 関する考え方」 に着目し、 マーケティンバ 的な手法 ( 因 

子分析、 クラスタ分析 ) を導入して企業をグルーピンバ し 、 意思決定の概要につ 
いて分析を進めていくものとした。 これにより、 R & D に関する意思決定の 一般 

的な特徴を明確化した 上で、 個別の企業に 合った意思決定手法の 導入の可能性が 

拓 けることとなる 0 

2 、 2  研究調査フロ 一 

本研究は以下のフロ 一に従って進められた。 

図 1  研究調査フロー 
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3  .  屯升与宅 Pg 卒革 

3 , ]  アンケートについて 

まず、 企業の R & D に関するアンケート 調査を行ない、 データを収集した。 ア 

ンケー ト調査の概要は 以下の通りであ る。 

O 対象 

製造業に属する 東京及び大阪の 1    2 部上場企業 99 1 社 

送付 先は 各企業の R & D 部門の責任者 

0 回収状況 

1 4 0 件 ( 1 4 . 1 %  ) 

0  調査時期 

平成 6 年 2 月～ 3 月 

0 調査方法 

郵送 法 

0 アンケー ト内容 

研究開発活動に 関する考え方、 R & D テーマの状況、 

R & D 推進にあ たっての意思、 決定等 

3. 2  因子分析の結果 
次に 、 企業が基本的にはどのような 考え方 ( 活動因子 ) に従って R & D 活動を 

行 なっていくかを 抽出するために、 「研究開発活動に 関する考え方」 に関するア 

ンケート結果を 用いて因子分析を 行なった。 因子分析の結果を バ リマックス転回 
し 、 最終的に 2 つの R & D 活動因子を抽出した。 活動因子と研究開発活動に 関す 

る考え方との 関連を表Ⅰに 示す。 第 1 因子による説明 力は 32. 8 % 、 第 2 因子に 

よる説明力 は 23 . 1 % であ る。 ここでは、 第 Ⅰ因子を 「戦略志向因子」 、 第 2 日 

子を 「市場近接因子」 と名付けた。 

表 l  R&D 活動因子と研究開発活動に 関する考え方との 関連 

    
確固とした研究戦略に 基づいて研究開発を 推進している     
独自の技術力の 構築による商品の 差別化を強く 指向している   

基礎研究 ょ りも開発研究に 重点が置かれている 

3. 3  クラスタ分析の 結果 前節で得られた R & D 活動の 2 つの因子によって、 企業の R & D の ク ス タ リ 

  



ング を行なった。 その結果、 図 2 に示すように 5 つのクラスターが 確認された。 

それぞれのクラスタ 一のそれぞれの 因子の平均得点等について 表 2 に示す。 

表 2  クラスターごとの 平均因子得点 

    技比 志向因子 l 市 均 近接因子 @  所 り 主菜 ] 

Cluster@1 0 ・ 71 0 ． 58 37% 

Cluster@2 -0.48 -0.25 38% 

Cluster@3 -2.40 -2.38 2% 

Cluster@4 0 ， 73 - Ⅰ・ 32 14% 

Cluster@5 -1.41 Ⅰ， 17 9% 

100% 

N  Ⅰ 140 

図 2  企業の R&D の 5 つのクラスター 

それぞれのクラスタ 一のプロフィ ールは以下に 示す通りであ る。 

表 3 各クラスタ一のプロフィール 

    プロフィール   

Cluster@1 

戦略的 
開発志向型 

R&D 

中規模 ( 売上高 :2324 億円 ) の企業群で研究開発投資自体の 比率はそれほど 高くない ( 売上 
高 研究開発比率 :4.0%) 。 ニーズ型の R&D が主体で改良型の 研究テーマが 多い (83.6%) 。 
研究テーマの 提案者も他部門の 比率が比較的高い。 一部トップダウンのプロジェクトも 行な 
われている。 市場ニーズを 汲み上げて主にニーズ 型の R&D を戦略的に行なっており、 製品 
を 念頭に置いた 開発が主であ る。 

Ousler2 

平均的 
R  &  D 

中規模 ( 売上高 :2325 億円 ) 企業群で研究開発投資自体の 比率はそれほど 高くない ( 売上高 
研究開発比率 : 3.2%) 。 Clusterl と類似する面が 多いが、 研究テーマの 提案者は経営 屑 の 比 
率が clus 血 Ⅰ た 比べて低い。 他のクラスタ と 比べて特に目立つ 特徴はなく、 平均的な会社と 
考えることができる。 幅広い業種が 含まれる。 

C@uster3 

基盤技術型 
R&D 

小規模 ( 売上高 :n129 億円 ) の企業群で研究開発投資に 非常に意欲的であ る ( 売上高研究開 
発 比率 :11.8%) 。 シーズ型の R&D が中体でイノベーション 型の研究テーマが 多 く (35.0 
%) 、 技術を俳頭に 置いた研究が 主であ る。 テーマ一件当たりの 規模が大きく、 研究テーマ 
の専門性が高いため、 R&D 部門内から提案されることがほとんど．であ る。 代表的企業とし 
ては、 医薬品、 化学系の企業があ る。 

Cluster4 

技術士 社型 
R 及 D 

ClusterS 

市場密着型 
R ゐ D 

大規模 ( 売上高 :6%5 億円 ) の企業群で研究開発投資に 比較的意欲的であ る ( 売上高研究開 
発費比率 :7.0%) 。 シーズ型の R&D が主体でイノベーション 型の研究テーマが 多く 05 焔 
技術を俳頭に 置いた研究開発が 主であ る。 他のクラスタに 比べて R あ D 部門の 力 が強いと 考 
えられる。 戦略的に R&D ；                                   とに市場を創造していくタイプの 企業 

とも言える。 

中規模 ( 売上高 :20ES6 億円 ) の企業群で研究開発投資自体の 比率はそれほど 高くない ( 売上 
高 研究開発比率 :3.7%) 。 ニーズ型の R&D が主体で改良型の 研究テーマが 多く (89.3%) 、 

製品を俳頭に 置いた開発が 主であ る。 研究テーマの 提案者も他部門の 比率が比較的高い。 他 
の クラスタ と 比較して 非 R&D 用門の力 が強いと考えられる。 
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3. 4  意思決定フェーズについて 
本研究では、 R  8 D 0 フェーズを以下のように 分け、 陰のついた部分での 意思、 

決定について 検討を加える。 

R&D テーマの提案 

図 3  R&D における意思決定のフェーズ 

3 . 5  結果 

アンケート結果から R & D の意思決定フェーズ 毎に分析を加え、 クラスタ毎に 

以下のような 特徴があ ることが明らかになった。 

・基盤技術型 R & D は 、 R & D 部門の独自性が 強く 、 他のクラスターとは 意 

思 決定構造が明確に 異なる。 ( 図 4 参照 ) 

・市場近接因子の 大きい戦略的開発志向型 R & D と市場密着型 R & D は 、 R 

& D 戦略・領域策定、 R & D テーマの事業化、 他部門への移管のフェーズ 

で 特に非 R & D 部門の関わり 方の点で類似性があ る 

・戦略志向因子の 大きい戦略的開発志向型 R & D と技術立 社型 R & D は 、 R 

& D 戦略・領域策定、 中長期 R & D 計画、 R & D テーマの中止のフェーズ 

で類似性があ る 

・各クラスター ( 基盤技術型 R & D を除く ) において、 R & D 戦略・領域策 

定 め フェーズの意思決定リーダー は 経営 層 ( 社長、 研究開発担当役員 ) で 

あ り、 中長期的 R & D 計画、 研究テーマの 評価と個別的なフェーズになる 

に 従って、 意思、 決定参画者、 意思、 決定リーダーが 下層へ推移していく。 

( 図 4 参照、 ) 
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図 4  各クラスタ一の 意思決定構造 

4. 結論と今後の 課題 

本研究では、 研究開発活動に 関するアンケートを 行な い 、 「 R & D に対する 者 

え方 」 に関するアンケート 結果を元に、 因子分析を行なって 2 つの因子を抽出し 

た 。 続いてこの因子を 用い、 統計的な分析を 加えることで 企業の R & D を 5 つの 

タイプに分けた。 これによって 、 R & D の各フェーズにおける 意思決定の概要を 

企業の特色に 応じ明確に把握できた。 

さらにこれらの 成果を踏まえ、 R & D の効率化のために 活用するために、 意思、 

決定に関するアンケート / ヒアリンバによる 意思、 決定構造のより 詳 f 円 な検討が求 
められる。 

また、 大きな目標であ る 「 R & D における意思、 決定の円滑化と 可視化」 を達成 

するには、 S S A 等の手法の適用ガイドラインの 設定等のマネジメント 手法の検 

討 や 、 先鋭的な企業事例調査等も 踏まえた R & D マネ 、 ジメントにおける 理想 ルの 

提案等がさらに 必要と考えられる。 これらについては、 今後の課題としたい。 
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